
資料1－2  
献血推進計画新旧対照表   

平成22年度献血推進計画（案）  平成21年度献血推進計画  

前文   

・本計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法  

律（昭和31年法律第160号）第10条第1項の規定に基  

づき定める平成22年度の献血の推進に関する計画であり、  

血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための  

基本的な方針（平成20年厚生労働省告示第326号）に基  

づくものである。   

第1節 平成22年度に献血により確保すべき血液の目標量   

前文   

・本計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法  

律（昭和31年法律第160号）第10条第1項の規定に基  

づき定める平成21年度の献血の推進に関する計画であり、  

血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための  

基本的な方針（平成20年厚生労働省告示第326号）に基  

づくものである。   

第1節 平成21年度に献血により確保すべき血液の目標量   

平成旦旦年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤の量は、  

全血製剤0．02万リットル、赤血球製剤＿亘上＿万リットル、  

しょう 血小板製剤ユ＿旦万リットル、血祭製剤＿呈＿旦万リットルであ  
り、それぞれ0．02万リットル、旦j＿万リットル、16万  

リットル、 

しょう  さらに、確保されるべき原料血祭の量の目標を勘案する  
と、平成＿星＿旦年度には、全血採血による⊥旦旦万リットル及  

び成分採血による旦旦万リットル（血小板採血旦＿旦万リッ卜  

しよう ル及び血柴採血旦旦万リットル）の計旦旦＿旦万リットルの  

血液を献血により確保する必要がある。  

平成21年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤の量は、  

全血製剤0．02万リットル、赤血球製剤48万リットル、  

しよう 血小板製剤15万リットル、血祭製剤23万リットルであ  
り、それぞれ0．02万リットル、49万リットル、16万  

リットル、24万リットルが製造される見込みである。  

しょう  さらに、確保されるべき原料血祭の量の目標を勘案する  
と、平成21年度には、全血採血による133万リットル及  

び成分採血による68万リットル（血小板採血31万リッ卜  
しよう  

ル及び血祭採血37万リットル）の計201万リットルの  

血液を献血により確保する必要がある。   



第2節 前節の目標量を確保するために必要な措置に関する事  

項  

前年度までの献血の実施状況とその評価を踏まえ、平成旦   

旦年度の献血推進計画における具体的な措置を以下のよう  

に定める。  

1 献血に関する普及啓発活動の実施   

・国は、都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、  

採血事業者等の関係者の協力を得て、献血により得られた  
血液を原料とした血液製剤の安定供給を確保し、その国内  

自給を推進するとともに、広く国民に対し、治療に必要な  

血液製剤の確保が相互扶助と博愛精神による自発的な献  

血によって支えられていることや、血液製剤の適正使用が  

求められていること等を含め、献血や血液製剤について国  

民に正確な情報を伝え、その理解と献血への協力を求める  
ため、教育及び啓発を行う。   

・都道府県及び市町村は、国、採血事業者等の関係者の協  
力を得て、より多くの住民の献血への参加を促進するた  

め、対象となる年齢層や地域の実情に応じた啓発及び献血  

推進組織の育成等を行うことにより、献血への関心を高め  
ることが必要である。   

・採血事業者は、国、都道府県、市町村等の関係者の協力  
を得て、献血者の安全性に配慮するとともに、継続して献  
血に協力できる環境の整備を行うことが重要である。この  

ため、国、都道府県、市町村等の関係者と協力して効果的  
なキャンペーンを実施すること等により・、献血や血液製剤  

に関する一層の理解と献血への協力を呼びかけることが  

求められる。  

第2節 前節の目標iを確保するために必要な措置に関する事  
項  

前年度までの献血の実施状況とその評価を踏まえ、平成2   

1年度の献血推進計画における具体的な措置を以下のよう  

に定める。  

1 献血に関する普及啓発活動の実施   

・国は、都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、  
採血事業者等の関係者の協力を得て、献血により得られた  
血液を原料とした血液製剤の安定供給を確保し、その国内  

自給を推進するとともに、広く国民に対し、治療に必要な  

血液製剤の確保が相互扶助と博愛精神による自発的な献  

血によって支えられていることや、血液製剤の適正使用が  

求められていること等を含め、献血や血液製剤について国  

民に正確な情報を伝え、その理解と献血への協力を求める  
ため、教育及び啓発を行う。   

・都道府県及び市町村は、国、採血事業者等の関係者の協  

力を得て、より多くの住民の献血への参加を促進するた  

め、対象となる年齢層や地域の実情に応じた啓発及び献血  
推進組織の育成等を行うことにより、献血への関心を高め  
ることが必要である。   

・採血事業者は、国、都道府県、市町村等の関係者の協力  
を得て、献血者の安全性に配慮するとともに、継続して献  
血に協力できる環境の整備を行うことが重要である。この  

ため、国、都道府県、市町村等の関係者と協力して効果的  
なキャンペーンを実施すること等により、献血や血液製剤  

に関する一層の理解と献血への協力を呼びかけることが  

求められる。   
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国、都道府県、市町村、採血事業者及び医療関係者は、  

国民に対し、血液製剤がこれを必要とする患者への医療に  

欠くことのできない有限で貴重なものであることを含め、  

献血や血液製剤についての普及啓発を実施し、又はこれに  

協力するとともに、少子高齢化の進行による血液製剤を必  

要とする患者の増加や献血可能人口の減少、変異型クロイ  

ツフェルト・ヤコブ病の発生に伴う献血制限等の献血をめ  

ぐる環境の変化、血液製剤の利用実態等について正確な情  

報を伝え、献血者等の意見を踏まえつつ、これらの情報提  

供や普及啓発の手法等の改善に努めることが必要である。  

また、血液製剤の安全性の確保のための取組の一環とし  

て、感染症の検査を目的とした献血を行わないよう、献血  

における本人確認や問診の徹底はもとより、平素から様々  

な広報手段を用いて、国民に周知徹底する必要がある。   

国、御車1  

月に実施された英国滞在歴による献血制限の見直しにつ  

いて、国民に対して広報を行うとともに、現在検討が行わ  

れている採血基準の見直しについても、見直しが行われる  

国、都道府県、市町村、採血事業者及び医療関係者は、  
国民に対し、血液製剤がこれを必要とする患者への医療に  

欠くことのできない有限で貴重なものであることを含め、  

献血や血液製剤についての普及啓発を実施し、又はこれに  

協力するとともに、少子高齢化の進行による血液製剤を必  
要とする患者の増加や献血可能人口の減少、変異型クロイ  

ツフェルト・ヤコブ病の発生に伴う献血制限等の献血をめ  

ぐる環境の変化、血液製剤の利用実態等について正確な情  

報を伝え、献血者等の意見を踏まえつつ、これらの情報提  

供や普及啓発の手法等の改善に努めることが必要である。  

また、血液製剤の安全性の確保のための取組の一環とし  

て、感染症の検査を目的とした献血を行わないよう、献血  

における本人確認や問診の徹底はもとより、平素から様々  

な広報手段を用いて、国民に周知徹底する必要がある。   

こととなった場合、国民に対して広報を十分行い、献血へ  

の協力を求める必要がある。   

これらを踏まえ、以下に掲げる献血推進のための施策を  

実施する。  

① 効尭的な普及啓発、献血者募集等の推進   

血液製剤について、国内自給が確保されることを基本と  

しつつ、将来にわたって安定的に供給される体制を維持す  

るため、幼少期も含めた若年層、企業や団体、複数回献血  

者といった普及啓発の対象を明確にした効果的な活動や  

重点的な献血者募集を行うこととし、これを「献血構造改  

これらを踏まえ、以下に掲げる献血推進のための施策を  

実施する。  

① 効果的な普及啓発、献血者募集等の推進   
血液製剤について、国内自給が確保されることを基本と  

しつつ、将来にわたって安定的に供給される体制を維持す  

るため、幼少期も含めた若年層、企業や団体、複数回献血  

者といった普及啓発の対象を明確にした効果的な活動や  

重点的な献血者募集を行うこととし、これを「献血構造改  
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革」と位置付け、以下の取組を行う。  

＜若年層を対象とした対策＞  

・国、都道府県、市町村及び採血事業者は、献血推進活   

動を行っている献血ボランティア組織等の協力を得る   

とともに、機能的な連携を図ることにより、若年層の献   

血や血液製剤に関する理解の促進及び献血体験の促進   

に組織的に取り組む。  

・若年層への啓発には、若年層向けの雑誌、放送媒体、   

インターネット等を含む様々な広報手段を用いて、献血   

についての広告に国が作成した献血推進キャラクター   

を活用する等、効果的な取組が必要である。  

・子が幼少期にある親子に対し、血液の大切さや助け合   

いの心について、効果的な媒体や血液センター等を活用   

して啓発を行うとともに、親から子へ献血の意義を伝え   

ることが重要であることから、地域の特性に応じて採血  

革」と位置付け、以下の取組を行う。  

＜若年層を対象とした対策＞  

・国、都道府県、市町村及び採血事業者は、献血推進活   

動を行っている献血ボランティア組織等の協力を得る   

とともに、機能的な連携を図ることにより、若年層の献   

血や血液製剤に関する理解の促進及び献血体験の促進   

に組織的に取り組む。  

・若年層への啓発には、若年層向けの雑誌、放送媒体、   

インターネット等を含む様々な広報手段を用いて、献血   

についての広告に国が作成した献血推進キャラクター   

を活用する等、効果的な取組が必要である。  

・子が幼少期にある親子に対し、血液の大切さや助け合   

いの心について、効果的な媒体や血液センター等を活用   

して啓発を行う。   

所に託児体制を確保するなど、親子が献血にふれあう機  

会を設ける。   

国は、高校生を対象とした献血について解説した教材  

や中学生を対象とした血液への理解を促すポスターを  

作成し、都道府県、市町村及び採血事業者と協力して、  

これらの教材等を活用しながら、献血や血液製剤に関す  

る理解を深めるための普及啓発を行う。   

都道府県及び市町村は、一地域の実情に応じて、若年層  

の献血への関心を高めるため、学校等において、ボラン  

ティア活動推進の観点を踏まえつつ献血や血液製剤に  

ついての情報提供を行うとともに、献血推進活動を行う  

組織との有機的な連携を確保する。   

採血事業者は、その人材や施設を活用し、若年層へ献  

国は、高校生を対象とした献血について解説した教材  

や中学生を対象とした血液への理解を促すポスターを  

作成し、都道府県、市町村及び血液事業者と協力して、  
これらの教材等を活用しながら、献血や血液製剤に関す  

る理解を深めるための普及啓発を行う。   

都道府県及び市町村は、地域の実情に応じて、若年層  
の献血への関心を高めるため、学校等において、ボラン  

ティア活動推進の観点を踏まえつつ献血や血液製剤に  

ついての情報提供を行うとともに、献血推進活動を行う  

組織との有機的な連携を確保する。   

採血事業者は、その人材や施設を活用し、若年層への   
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血の意義や血液製剤についてわかりやすく説明する「献  正しい知識の普及啓発と協力の確保を図り、その推進に  

当たっては、国と連携するとともに都道府県、市町村及  

び献血ボランティア組織等の協力を得る。  

血出前講座」や血液センター等での体験学習を積極的に  

訟」正しい知識の普及啓発と協力の確保を図り、その  

推進に当たっては、国と連携するとともに都道府県、市  

町村及び献血ボランティア組織等の協力を得る。   

国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得  

て、平成21年7月に「高等学校学習指導要領解説保健  

体育編」に献血に関する記載が掲載されたことにかんが  

み、高校生を対象とした取組を積極的に行う。   

採血事業者は、国及び都道府県の協力を得て、学生献  

血ボランティアとの更なる連携を図り、大学等における  

献血の推進を促す。  

＜50～60歳代を対象とした対策＞  

・国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得   

て、年齢別人口に占める献血者の率が低い傾向にある5   

0～60歳代の層に対し、「血手夜製剤の利用実態」や「献   

血可能年齢」等について正確な情報を伝え、相互扶助の   

観点からの啓発を行い、献血者の増加を図る。   

＜企業等における献血の推進対策＞  

・国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得   

て、献血に協賛する企業や団体を募り、その社会貢献活   

動の一つとして、企業等における献血の推進を促す。ま   

た、各血液センター等における献血推進活動の展開に際   

し、地域の実情に即した方法で企業等との連携強化を図   

り、企業等における献血の推進を図るための呼びかけを   

行う。  

＜企業等における献血の推進対策＞  

・国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得   

て、献血に協賛する企業や団体を募り、その社会貢献活   

動の一つとして、企業等における献血の推進を促す。ま   

た、各血液センター等における献血推進活動の展開に際   

し、地域の実情に即した方法で企業等との連携強化を図   

り、企業等における献血の推進を図るための呼びかけを   

行う。  
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＜複数回献血者対策＞  

・国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得   

て、複数回献血者の協力が十分に得られるよう、平素か   

ら各血液センターに登録された献血者に対し、機動的か   

つ効率的に呼びかけを行う体制を構築する。また、献血   

に継続的に協力が得られている複数回献血者の組織化   

及びサービスの向上を図り、その増加に取り組むととも   

に、献血の普及啓発活動に協力が得られるよう取り組   

む。   

＜献血推進キャンペーン等の実施＞  

・国は、献血量を確保しやすくするとともに、感染症等   

のリスクを低減させる等の利点がある400ミリリッ   

トル全血採血及び成分採血の推進及び普及のため、都道   

府県及び採血事業者とともに、7▲月に「愛の血液助け合   

い運動」を、1月及び2月に「はたちの献血」キャンペ   

ーンを実施するほか、血液の供給状況に応じて献血推進   

キャンペーン活動を緊急的に実施する。また、様々な広   

報手段を用いて献血や血液製剤に関する理解と献血へ   

の協力を呼びかけるとともに、献血場所を確保するた   

め、関係者に必要な協力を求める。都道府県、市町村及   

び採血事業者は、これらの献血推進活動を実施すること   

が重要である。  

② 献血運動推進全国大会の開催等  

・国は＼都道府県及び採血事業者とともに、献血によ  

り得られた血液を原料とした血液製剤の国内自給を  

推進し、広く国民に献血や血液製剤に関する理解と献  

＜複数回献血者対策＞  

・国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得   

て、複数回献血者の協力が十分に得られるよう、平素か   

ら各血液センターに登録された献血者に対し、機動的か   

つ効率的に呼びかけを行う体制を構築する。また、献血   

に継続的に協力が得られている複数回献血者の組織化   

及びサービスの向上を図り、その増加に取り組むととも   

に、献血の普及啓発活動に協力が得られるよう取り組   

む。   

＜献血推進キャンペーン等の実施＞  

・国は、献血量を確保しやすくするとともに、感染症等   

のリスクを低減させる等の利点がある400ミリリッ   

トル全血採血及び成分採血の推進及び普及のため、都道   

府県及び採血事業者とともに、7月に「愛の血液助け合   

い運動」を、1月及び2月に「はたちの献血」キャンペ   

ーンを実施するほか、血液の供給状況に応じて献血推進   

キャンペーン活動を緊急的に実施する。また、様々な広   

報手段を用いて献血や血液製剤に関する理解と献血へ   

の協力を呼びかけるとともに、献血場所を確保するた   

め、関係者に必要な協力を求める。都道府県、市町村及   

び採血事業者は、これらの献血推進活動を実施すること   

が重要である。  

② 献血運動推進全国大会の開催等  

・国は、都道府県及び採血事業者とともに、献血によ  

り得られた血液を原料とした血液製剤の国内自給を  

推進し、広く国民に献血や血液製剤に関する理解と献   
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血への協力を求めるため、7月に献血運動推進全国大  

会を開催し、その広報に努める。また、国及び都道府  

県は、献血運動の推進に関し積極的に協力し、模範と  
なる実績を示した団体又は個人に対し表彰を行う。  

③ 献血推進運動中央連絡協議会の開催  

・国は、都道府県、市町村、採血事業者、民間の献血  
推進組織、患者団体等の代表者の参加を得て、効果的  
な献血推進のための方策や献血を推進する上での課  

題等について協議を行うため、献血推進運動中央連絡  

協議会を開催する。  
④ 献血推進協議会の活用  

・都道府県は、献血や血液製剤に関する住民の理解と  

献血への協力を求め、血液事業の適正な運営を確保す  

るため、採血事業者、医療関係者、商工会議所、教育  

機関、報道機関等から幅広く参加者を募って、献血推  
進協議会を設置し、定期的に開催することが求められ  

る。市町村においても、同様の協議会を設置すること  

が望ましい。  

・都道府県及び市町村は、献血推進協議会を活用し、  

採血事業者及び血液事業に関わる民間組織等と連携  

して、都道府県献血推進計画の策定のほか、献血や血  

液製剤に関する教育及び啓発を検討するとともに、民  
間の献血推進組織の育成等を行うことが望ましい。  

⑤ その他関係者による取組  

・官公庁、企業、医療関係団体等は、その構成員に対  
し、ボランティア活動である献血に対し積極的に協力  

を呼びかけるとともに、献血のための休暇取得を容易  

にするよう配慮するなど、進んで献血しやすい環境作  

血への協力を求めるため、7月に献血運動推進全国大  

会を開催し、その広報に努める。また、国及び都道府  
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な献血推進のための方策や献血を推進する上での課  

題等について協議を行うため、献血推進運動中央連絡  

協議会を開催する。  

④ 献血推進協議会の活用  

・都道府県は、献血や血液製剤に関する住民の理解と  
献血への協力を求め、血液事業の適正な運営を確保す  

るため、採血事業者、医療関係者、商工会議所、教育  

機関、報道機関等から幅広く参加者を募って、献血推  

進協議会を設置し、定期的に開催することが求められ  
る。市町村においても、同様の協議会を設置すること  

が望ましい。  

・都道府県及び市町村は、献血推進協議会を活用し、  

採血事業者及び血液事業に関わる民間組織等と連携  

して、都道府県献血推進計画の策定のほか、献血や血   

液製剤に関する教育及び啓発を検討するとともに、民  
間の献血推進組織の育成等を行うことが望ましい。  

⑤ その他関係者による取組  

官公庁、企業、医療関係団体等は、その構成員に対  

し、ボランティア活動である献血に対し積極的に協力  

を呼びかけるとともに、献血のための休暇取得を容易  

にするよう配慮するなど、進んで献血しやすい環境作  
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りを推進することが望ましい。  

2 献血者が安心して献血できる環境の整備   

・採血事業者は、献血の受入れに当たっては献血者を懇切  

丁寧に処遇し、不快の念を与えないよう特に留意するとと  

もに、献血者の要望を把握し、献血受入体制の改善に努め  

る。また、献血者の個人情報を保護するとともに、国の適  
切な関与の下で献血による健康被害に対する補償のため  

の措置を実施する等献血者が安心して献血できる環境整  

備を行う。   
・＋採血事業者は、採血所や移動採血車のなお一層のイメ∵  
ジアップを図り、献血者の増加を図る。   

ニ国及び都道府県は、採血事業者によるこれらの取組を支援  
することが重要である。   

第3節 その他献血の推進に関する重要事項   

1 献血の推進に際し、考慮すべき事項   

① 血液検査による健康管理サービスの充実  

・採血事業者は、献血制度の健全な発展を図るため、採  
血に際し、献血者の健康管理に資する検査を行い、献血  

者の希望を確認して、その結果を通知する。また、低比  
重により献血ができなかった献血申込者に対して栄養  

士による健康相談を実施し、献血者の増加を図る。  

・国は、採血事業者によるこれらの取組を支援する。ま  

た、献血者の健康管理に資する検査の充実は、献血の推  
進に有効であることから、本人の同意の上、検査結果を  

健康診査、人間ドック、職域検査等で活用するとともに、  

りを推進することが望ましい。   

2 献血者が安心して献血できる環境の整備  

・採血事業者は、献血の受入れに当たっては献血者を懇切   
丁寧に処遇し、不快の念を与えないよう特に留意するとと  

もに、献血者の要望を把握し、献血受入体制の改善に努め   

る。また、献血者の個人情報を保護するとともに、国の適   
切な関与の下で献血による健康被害に対する補償のため   

の措置を実施する等献血者が安心して献血できる環境整   

備を行う。  

国及び都道府県は、採血事業者によるこれらの取組を支  
援することが重要である。   

第3節 その他献血の推進に関する重要事項   

1 献血の推進に際し、考慮すべき事項   

① 血液検査によ▲る健康管理サービスの充実  

・採血事業者は、献血制度の健全な発展を図るため、採  
血に際しJ献血者の健康管理に資する検査を行い、献血  

者の希望を確認して、その結果を通知する。また、低比  
重により献血ができなかった献血申込者に対して栄養  

士による健康相談を実施し、献血者の増加を図る。  

・国は、採血事業者によるこれらの取組を支援する。ま  

た、献血者の健康管理に資する検査の充実は、献血の推  
進に有効であることから、本人の同意の上、検査結果を  

健康診査、人間ドック、職域検査等で活用するとともに、  
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地域における保健指導にも用いることができるよう、周  

知又は必要な指導を行う。都道府県及び市町村は、これ  

らの取組に協力する。  

② 献血者の利便性の向上  

・採血事業者は、安全性に配慮しつつ、効率的に採血を  

行うため、立地条件等を考慮した採血所の設置、地域の  

実情に応じた移動採血車による計画的採血等、献血者の  

利便性及び安全で安心な献血に配慮した献血受入体制  

の整備及び充実を図る。  

・都道府県及び市町村は、採血事業者と十分協議して、  

移動採血車による採血等の日程を設定し、そのための公  

共施設の提供等、採血事業者の献血の受入れに協力する  

ことが重要である。  

③ 血液製剤の安全性を向上するための対策の推進  

国は、「輸血医療の安全性確保のための総合対策」に  

基づき、採血事業者と連携して、献血者に対する健康管  

理サービスの充実等による健康な献血者の確保、献血者  

の本人確認の徹底等の検査目的の献血の防止のための  

措置を講ずるなど、善意の献血者の協力を得て、血液製  

剤の安全性を向上するための対策を推進する。  

④ 採血基準の在り方の検討  

・国は、献血者の健康保護を第一に考慮しつつ、献血の  

推進及び血液の有効利用の観点から、採血基準の見直し  

を行う。  

⑤ まれな血液型の血液の確保  

・採血事業者は、まれな血液型を持つ患者に対する血液  

製剤の供給を確保するため、まれな血液型を持つ者に対  

し、その意向を踏まえ、登録を依頼する。  

地域における保健指導にも用いることができるよう、周  

知又は必要な指導を行う。都道府県及び市町村は、これ  

らの取組に協力する。  

② 献血者の利便性の向上  

・採血事業者は、安全性に配慮しつつ、効率的に採血を  

行うため、立地条件等を考慮した採血所の設置、地域の  

実情に応じた移動採血車による計画的採血等、献血者の  

利便性及び安全で安心な献血に配慮した献血受入体制  

の整備及び充実を図る。  

・都道府県及び市町村は、採血事業者と十分協議して、  
移動採血車による採血等の日程を設定し、そのための公  

共施設の提供等、採血事業者の献血の受入れに協力する  

ことが重要である。  

③ 血液製剤の安全性を向上するための対策の推進  

国は、「輸血医療の安全性確保のための総合対策」に  

基づき、採血事業者と連携して、献血者に対する健康管  

理サービスの充実等による健康な献血者の確保、献血者  

の本人確認の徹底等の検査目的の献血の防止のための  

措置を講ずるなど、善意の献血者の協力を得て、血液製  

剤の安全性を向上するための対策を推進する。  
④ 採血基準の在り方の検討  

・国は、献血者の健康保護を第一に考慮しつつ、献血の  

推進及び血液の有効利用の観点から、採血基準の見直し  

を行う。  

⑤ まれな血液型の血液の確保  

・採血事業者は、まれな血液型を持つ患者に対する血液  

製剤の供給を確保するため、まれな血液型を持つ者に対  

し、その意向を踏まえ、登録を依頼する。  
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・国は、まれな血液型の血液の供給状況について調査す  

る。   

2 血液製剤の在庫水準の常時把握と不足時の的確な対応  

・国、都道府県及び採血事業者は、赤血球製剤等の在庫水   

準を常時把握し、在庫が不足する場合又は不足が予測され   

る場合には、その供給に支障を及ぼす危険性を勘案し、国   

及び採血事業者が策定した対応マニュアルに基づき、早急   

に所要の対策を講ずることが重要である。   

3 災害時等における献血の確保等  

国、都道府県及び市町村は、災害時等において献血が  

確保されるよう、採血事業者と連携して必要とされる献  

血量を把握した上で、様々な広報手段を用いて、需要に  

見合った広域的な献血の確保を行うとともに、製造販売  

業者等関係者と連携し、献血により得られた血液が円滑  

に現場に供給されるよう措置を講ずることが必要であ  

る。また、採血事業者は、災害時における献血受入体制  

を構築し、広域的な需給調整等の手順を定め、国、都道  

府県及び市町村と連携して対応できるよう備えることに  

より、災害時における献血の受入れに協力する。   

ちょく 4 献血推進施策の進捗状況等に関する確認と評価  

・国、都道府県及び市町村は、献血推進のための施策の短  

ちょく  期的又は長期的な効果及び進捗状況、採血事業者による   
献血の受入れの実績を確認し、その評価を次年度の献血推   

・国は、まれな血液型の血液の供給状況について調査す  

る。   

2 血液製剤の在庫水準の常時把握と不足時の的確な対応  

・国、都道府県及び採血事業者は、赤血球製剤等の在庫水   

準を常時把握し、在庫が不足する場合又は不足が予測され   

る場合には、その供給に支障を及ぼす危険性を勘案し、国   

及び採血事業者が策定した対応マニュアルに基づき、早急   

に所要の対策を講ずることが重要である。   

3 災害時等における献血の確保等  

・ 国、都道府県及び市町村は、災害時等において献血が  

確保されるよう、採血事業者と連携して必要とされる献  

血量を把握した上で、様々な広報手段を用いて、需要に  

見合った広域的な献血の確保を行うとともに、製造販売  

業者等関係者と連携し、献血により得られた血液が円滑  

に現場に供給されるよう措置を講ずることが必要であ  

る。また、採血事業者は、災害時における献血受入体制  

を構築し、広域的な需給調整等の手順を定め、国、都道  

府県及び市町村と連携して対応できるよう備えることに  

より、災害時における献血の受入れに協力する。   

ちょく 4 献血推進施策の進捗状況等に関する確認と評価  

・国、都道府県及び市町村は、献血推進のための施策の短  

ちょく  期的又は長期的な効果及び進捗状況、採血事業者による   
献血の受入れの実績を確認し、その評価を次年度の献血推  
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進計画等の作成に当たり参考とする。また、必要に応じ、  

献血推進のための施策を見直すことが必要である。   

国は、献血推進運動中央連絡協議会等の機会を活用し、  

献血の推進及び受入れに関し関係者の協力を求める必要  

性について民間の献血推進組織等とも認識を共有し、必要  

な措置を講ずる。   

採血事業者は、献血の受入れに関する実績や体制等の評  

価を行い、献血の推進に活用する。  

進計画等の作成に当たり参考とする。また、必要に応じ、  

献血推進のための施策を見直すことが必要である。   

国は、献血推進運動中央連絡協議会等の機会を活用し、  

献血の推進及び受入れに関し関係者の協力を求める必要  

性について民間の献血推進組織等とも認識を共有し、必要  

な措置を革ずる。   

採血事業者は、献血の受入れに関する実績や体制等の評  

価を行い、献血の推進に活用する。  
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